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気候行動ネットワーク（Climate Action Network、以後CAN）は、世界約450のNGO

が連携する国際ネットワークで、気候危機に対する安全、十分かつ公正な解決策の

導入を求める活動を行っています。このたび、CANメンバーの意見をこの手紙で総理

にお伝えさせていただく次第です。 

 

CANは、気候変動による破滅的な状況を回避するためには、産業革命以前からの全

球平均気温の上昇幅を2℃未満に抑えることが不可欠であると考えています。ご存知

のように、地球温暖化を安全なレベルに留めることは国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）で設定された目標であり、日本もこれに署名しています。科学は日進月

歩で研究が進み、この目標達成のために大胆な方策が必要であることを示していま

す。そして行動を起こすため時間は残りわずかです。 

 

このような状況から、CAN は総理が 6 月までに日本の中期削減目標を発表すると

の意向を示され、地球温暖化問題に関する懇談会および中期目標検討委員会におけ

る議論を意欲的に牽引して下さることを歓迎いたします。 

 

しかし 3月 27 日に発表された目標のオプションの幅は、科学データが示す必要な

レベルに比して極めて消極的なものであると失望を禁じ得ません。提示された目標

の中には、日本が批准した京都議定書で掲げられている日本の現在の数値目標を下

回る弱いものすら含まれています。 

 

「気温上昇幅を2℃未満に抑える」という目標は、言い換えればこの10年以内に世

界の排出量のピークを迎え、その後急速に減少方向へ向かわせることを意味します。

この達成に向け、先進国の拘束力あるQELRO（数量化された排出抑制および削減目

標）は、全体として、最低でも（1990年比で2020年までに）25～40％の削減という、

野心的な目標を設定する必要があります。また、持続可能ではなく公平でもない先

進国の消費パターンを大きく転換させるため、そして2050年までにさらなる削減

（最低でも80～95％）を達成するための基盤を築くためにも、大部分の取り組みは

国内において実施されなくてはなりません。 

 

最新の科学データに基づく観点から、CANは上述した削減の道筋に沿わないいかな

る目標も到底受け入れることはできないと考えます。そのような弱い目標を提案す



れば、福田前首相が昨年6月に明言した、低炭素社会を構築するという国の決意とも

矛盾することになります。また、「1990年比25％削減」を下回る削減目標では、科

学データに示された排出削減要件を満たすのにも不十分です。これらの目標に関す

る議論が「削減策は耐え難いほどに高コストである」という観点のみに終始してい

ることについても残念に思っています。日本は世界において豊かな国の一つであり、

この問題に対して大きな責任を有する国です。重要なことは、野心的な排出削減目

標が経済効果をもたらすということです。新技術への投資が促進されれば、日本は

代替エネルギー技術におけるリーダーの地位を築くことができます。 

 

つまり、日本はもっと行動しなければなりません。国として25～40％削減の幅の

高いレベルで数値目標を掲げる必要があります。 

 

今般の経済混乱の最中においては、気候変動対策は単に危機的な影響の回避策と

なるだけでなく、経済発展とイノベーションの原動力となります。日本はグリーン

エネルギー技術の分野でリーダーとなり、新たな雇用機会を創出できます。高い中

期排出削減目標を掲げることは、クリーンエネルギー経済への転換を果たす上で重

要な要素です。高い目標が設定されることにより、世界経済を活性化し、地球を救

うために今すぐにも必要とされている技術開発の動きが促進されるのです。 

 

私たちは、総理が気候変動問題に対応するために野心的な目標を設定する姿勢を

示し、議論をリードするよう注目しています。また、そのリーダーシップを発揮さ

れることによって、コペンハーゲン合意の成功に向けて世界を一歩前進させて下さ

ることを強く期待しています。 
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